


ま え が き

　この報告書は、平成16年度から平成17年度に行われたプロジェクト研究「個別の教育支援計画の策定
に関する実際的研究」の研究成果をまとめたものです。個別の教育支援計画として、文部科学省の正式
な解説書の位置づけを持つ、全国特殊学校長会編集の盲・聾・養護学校における「個別の教育支援計画」
ビジュアル版を受け、小・中学校における個別の教育支援計画策定に資するための報告書でもあります。
　平成15年３月に「今後の特別支援教育のあり方（最終報告）」が公表されて以来、平成15年度から２
年間の特別支援教育推進体制モデル事業、平成17年度特別支援教育体制推進事業（以下委嘱事業という）
により、盲・聾・養護学校だけでなく、小・中学校においても障害のある子どもの教育に関する教職員
の意識改革がかなり進みました。
　平成17年度小・中学校におけるLD・ADHD・高機能自閉症等の児童生徒への教育支援に関する体制
整備の実施状況調査結果をみると、平成17年度で、「校内委員会」の設置、実態把握の実施、「特別支援
教育コーディネーター」の指名は、全体の80％近い学校で実施されています。巡回相談は50％程度で、
専門家チームの設置、個別の指導計画の作成、「個別の教育支援計画」の策定は30％に満たないものの、
特別支援教育は年々着実に推進されています。しかし、小・中学校における実態は、特別支援教育とい
う言葉は通常の学校において定着していますが、特別支援教育の目指すところの理解は、学校現場で温
度差が見られます。
　文部科学省においては、全都道府県教育委員会に対する委嘱事業等を通じ、平成19年度を目標とし
て、すべての小・中学校において総合的な支援体制を整備することを目指しています。平成17年12月の
中央教育審議会答申「特別支援教育を推進するための制度の在り方について」の中で、個別の教育支援
計画に関する記述は、教育課程、学習指導要領との関連、盲・聾・養護学校のセンター的機能との関連
（小・中学校における策定支援と福祉・医療・労働等の関係機関との連絡調整）、特別支援学校（仮称）
教員の養成カリキュラムの在り方の関連、総合的な体制整備の課題と、多岐にわたります。
　本研究は、個別の教育支援計画について、今後、小・中学校における策定の推進を念頭に置いて、策
定の方法、関係機関と連携した効果的な運用方法、学校現場で「個別の指導計画」や教育課程との関連
での実際の運用、就学相談・指導や学年が学校移行時における活用などを中心に事例検討し、通常の学
校において総合的な支援体制整備を推進するために必要な課題の整理をするとともに、学校現場で特別
支援教育を推進するためのヒントとなるモデル提示を行いました。
　また、本研究の関連で、文部科学省がとりまとめた小・中学校における特別支援教育体制整備の実施
状況調査結果、全国特殊学校長会とプロジェクト研究「特別支援教育コーディネーターに関する実際的
研究」と共同で行った全国の盲・聾・養護学校における「特別支援教育の推進に関する調査」、イタリア・
モデナ県プログラム協定を資料としてまとめました。
　本報告書が、日本の小・中学校等における特別支援教育の推進に寄与することを願うとともに、この
領域の研究のさらなる発展のために、忌憚のないご意見・ご要望をいただければ幸いです。
　最後に、本研究を進めるに当たり、ご協力をいただいた研究協力者、研究協力機関の方々に、深く感
謝の意を表する次第であります。
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